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多治見労働基準監督署管内の労働災害の発生状況（平成28年）
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　業種別
　　平成28年の管内の死傷者数は306人と、前年（平成27年）の320人に比べ14人（4.4%）減少し、死亡
者数は５人と前年に比べ大幅に増加しました。
　　主な業種別にみると、製造業が114人（増減数－15人）、建設業が36人（増減数±０人）、運送業が
22人（増減数－６人）、小売業が41人（増減数＋13人）となっています。

（１）
　多治見労働基準監督署管内（以下「管内」という。）における休業見込４日以上の労働災害の死傷病
者数（以下「死傷者数」という。）は、長期的に見れば減少傾向にありますが、平成10年以降、減少傾向
は停滞しています。
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管内の労働災害の推移（昭和45年～平成28年）
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エ　起因物別
　起因物（中分類）別にみると、①「仮設物・建築物・構築物（通路、足場など）」62人（20.3%）、②「動力
運搬機（フォークリフト、トラックなど）」25人（8.2%）、③「用具（はしご、工具など）」41人（13.4%）、④「一般
動力機械」29人（9.5%）、⑤「材料」26人（8.5%）の順で多く発生しています。
　平成28年はコンベアー、フォークリフト等動力運搬機で腕の切断や死亡災害が発生し、粉砕機、旋盤
等機械設備で死亡災害が発生しました。

　規模別
　事業場の規模（労働者数）別にみると、労働者数50人未満の比較的小規模な事業場における死傷者
数が177人と管内全体の約６割を占めています。
　労働者数50人未満の事業場においては、労働安全衛生法で定められた安全管理者、衛生管理者、
産業医の選任及び安全衛生委員会等の安全管理体制の整備が義務付けされていないことから、労働
者数10人～49人の事業場は安全衛生推進者等の担当者を選任し、労働者数10人未満の事業場は事
業者自らが安全衛生担当となることで、自主的に安全衛生管理活動を推進し、労働災害防止に取り組
むことが必要です。

　事故の型別
　事故の型別にみると、①「転倒」73人（23.9%）、②「墜落・転落」54人（17.6%）、③「はさまれ・巻き込ま
れ」50人（16.3%）、④「切れ・こすれ」17人（5.6%）、⑤「動作の反動・無理な動作(腰痛、くじく等）」40人
（13.1%）の順で多く発生しています。
　「転倒」、「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込まれ」による労働災害が毎年上位を占めていますが、平成
28年は腰痛等の「動作の反動・無理な動作」災害が多く発生しました。
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死亡災害の発生状況（3）
　平成28年に死亡災害は5件発生しました。
　過去5年間で最も多い年であるとともに、過去10年間で製造業の死亡災害が最も多い年になりまし

　発生月別
　発生月別に見ると、1月(33件)、3,10月(32件)、7,9月(31件)の順で多く発生しています。長期の休暇
明けや暑い時期等、労働者の注意が散漫となる季節に労働災害が発生しています。

　被災労働者の年齢別に見ると、60代が78人（26.0%）で最も多く、次いで60代が66人（20.6%）、50代が
63人(19.7%）の順で多く発生しており、40代から60代で約７割を占めています。

　災害程度(休業した日数)別に見ると、「1月以上3月未満」が130人（43.2%）で最も多く、次いで「２週以
上１月未満」が72人（23.9%）となっています。また、休業1月以上の重篤な災害は全体の半数以上を占
めており、転倒災害であっても、骨折を伴う災害となった場合、長期の療養が必要になる場合がありま
すので対策を徹底してください。
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